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○議長（安達 隆君）  皆さん、おはようございま

す。 

 これより本日の会議を開きます。 

○議長（安達 隆君）  日程第１、第49号議案から

第62号議案まで、第５号報告及び第６号報告並びに

報第12号を一括議題といたします。 

 初めに、議員各位にお知らせをします。 

 質疑及び質問に関連して、４番、甲斐明美君、５

番、井ノ口憲治君及び18番、大石忠昭君から資料要
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求があり、市長に提出依頼をしたところ、お手元に

お配りのとおり提出がありましたので、ご了承願い

ます。 

 議案質疑通告表の順序により、18番、大石忠昭君

の発言を許します。18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  皆さん、おはようございま

す。日本共産党の大石忠昭でございます。 

 通告に従いまして議案質疑を行います。 

 最初は、第49号議案一般会計の補正予算でありま

す。 

 私は、総務委員でもありますので、総務委員会に

付託されて、そこで審議する以外のことについて、

質疑をお伺いしたいと思うんです。 

 この補正予算では、２つのことで質疑をいたしま

す。 

 １つは、これもう前の永松市長時代からの事業で、

45歳以下の若者が市内で新たに企業を起こす場合、

その資金として50万円、移住者が高田で新たに企業

を起こす場合に75万円、あるいは、これから移住予

定の人に75万円というチャレンジ支援事業がありま

すけれども、今回、永松市長の当初予算では、150

万円予算提案しておりましたけれども、佐々木市長

にかわりまして、６月、９月、今回12月と３回連続

補正予算であります。 

 ということは、予定した以上にそういう若い人や

移住者が、新たに企業を立ち上げていくと、豊後高

田にとっては大変未来が開けるうれしい話だと思う

んですけれども、合計しましたら、今年度1,000万円

をちょっと超える1,023万円になるんですかね、この

辺でこれまでの実績や今後のこういう企業を立ち上

げることによっての、いろいろ効果があると思うん

ですけれども、そういう点、市民にとってどうなの

か説明してもらえたらと思います。 

 ２つ目は、これは、企業立地を促進するために、

市は新たに条例をつくりました。これも前の市長時

代ですけれども、よそに比べては、その条例は遅かっ

たんですけれども、今年度の累計で約１億6,300万円

になりますし、今回2,400万円が提案されているんで

すけれども、この奨励金が確か４種類、５種類ほど

あったと思うんですけれども、この奨励金１億6,30

0万円今年度交付することによって、正規社員の地元

採用など、経済効果をどう見るか、いろいろ条件が

ありますんで、必ず地元雇用ということになってい

る、正規社員で雇うことになっておりますけれど、

そういう効果をどう見込まれるのか、説明してもら

いたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  第49号議案商工業

振興事業についての議案質疑にお答えいたします。 

 初めに、起業チャレンジ支援事業についてでござ

いますが、この事業は、45歳以下の創業者を対象に

した起業チャレンジ若者支援と、移住者を対象にい

たしました起業チャレンジウエルカム支援の大きく

２つに区分されまして、さらに本年度から県の創業

支援事業が別枠で始まりました。 

 本年度の実績についてでございますが、10月末現

在での状況を申し上げますと、若者支援事業で２件、

ウエルカム支援事業で７件、県の創業支援で３件が

支払い、もしくは交付決定済みでありまして、今後、

移住者を対象としたウエルカム支援事業について、

５件を予定しているところでございます。その効果

でございますが、商店街振興を初め、地域の活性化

が期待されるところでございます。 

 次に、企業立地奨励金の事業効果についてでござ

いますが、まず直接的な効果といたしましては、工

場等の建設に係ります地元建設関係事業者への発注、

従業員の雇用拡大による定住人口の増加、そして固

定資産税、住民税の増加が見込まれますとともに、

間接的な効果といたしまして、施設設備の保守や消

耗品等の購入及び飲食の需要拡大などによる地域経

済の振興が見込まれます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  最初の起業チャレンジ支援

事業についてですが、今、実績、予定について説明

がありました。若者支援について、今後は２件予定

しているということなんですけれども、これは最高

額が50万円です。その若者は市内の居住者というこ

とが規定されておりますけれども、家業を継いだ形

で独立して企業を起こす、新たに起こしていくとい

うことなんか、あるいは、サラリーマンなど、他の

転種から新しく事業を起こしていくということなの

か、事業種はどういうことなのか。 

 それから、ウエルカム支援事業については、これ

は移住者で75万円という補助なんですけれども、こ

れは、実際のこれまで移住してきている人と、これ

からの予定者が対象になるという要綱になっていま

すけれども、それを含めていたらどちらなのか、そ

れからどういう業種なのか。 

 いろいろ市政について研究されている方からら電
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話がありまして、いろいろ移住してくる方について

は、勉強している方が多くて、どこどこに行けば、

どういう補助事業があると、よしそれをもらうかと、

それで、何年かしたら、次のところを探していくと

いう方もおるんだから、本当に補助金を交付する以

上は、長年高田に定住してもらうような形に、そう

いう業種で補助金を出して、それで、事業を成功し

て、高田に残ってもらうという方法が一番いいんだ

がと、私も思うんです。 

 これまでの経験でも、補助金出したけどもいなく

なった、あるいは、もう廃業したという方もおるや

に聞いていますんで、今後、佐々木市長になったら、

これだけ、年間約1,000万円ですけども、今年度から、

広瀬知事も新たな事業で、県内移住で高田に見えた

場合には100万円出すという新しい事業をつくりまし

て、これは補正予算にでてないけどね。 

 一言でいうならば、補助金、私たちも賛成します

けれども、それが、本当に永住していく若い人たち

も、よし、さらに規模を拡大していくような形で、

中小企業振興条例などもつくっておりますので、業

者支援もしていただきたいと思いますが、その辺の

そういう期待を持っていらっしゃるかどうか、ぜひ

期待どおりになってもらいたいと思うんですけれど

も、見解を求めます。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、起業チャ

レンジにかかります再質疑にお答えいたします。 

 まず、若者支援の業種についてでございますが、

先程申し上げましたように、若者支援につきまして

は、２件ありまして、業種は、１つが建設工事事業、

そしてもう一つが輸入雑貨販売、という２つの業種

でございます。 

 ウエルカムの今後の業種の見通しですが、飲食業、

雑貨販売、コーヒーショップ、ハンドメイド家具、

その他、これはまだはっきり予定はありませんが、

ナミヤ雑貨店の分も予備としまして、あそこも創業

支援施設でございますので、それを含めたものが、

今後の予定となっております。 

 ちなみに、本年度の実績を全部トータルで業種申

し上げますと、飲食関係が現在６件、エステマッサー

ジ関係が６件、雑貨関係で２件、その他、先程申し

上げましたように、衣料とか建設関係含まれている、

いうような状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  商店街での事業のようです

けれども、先程質問しましたように、今後、定着し

てもらって、さらに事業が反映できるように、市と

しても指導もあるし、いろんな形で援助もしてもら

いたいと思いますが、その辺はどうでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  起業チャレンジに

関しましては、市だけではありませんで、商工会議

所、商工会、また、金融機関、そういった関係者と

の創業計画というのも立てまして、そして審査をし

た後、補助するというような形をとっております。 

 補助決定後も、販売とか、仕入れルートのあっせ

んとか、空き店舗の紹介、そういったトータルで多

面的な支援をして、安定的に運営ができるような支

援体制をとっているというような状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  次は、２つ目の企業立地の

推進奨励金についてでありますが、今回の予算は2,

420万1,000円となっておりますけれども、実際は、

当初予算で組んだ予算が一部減額するということを

差し引いた額になっているようであります。 

 それで聞きたいのは、計画変更で、奨励金を1,55

5万9,000円減額する、この内容ですね。これは、今

回は減額するけれど、来年以降先送りするというの

か、それとも、計画とかそのものを縮小して、予定

どおりいかないということになるのか、その辺もあ

わせて、その分が浮いて、今回は補正額がこれになっ

ているけれど、事業費はもっと大きいわけですね。 

 今回の設備投資で8,300万円、４社の内訳で、これ

は企業名が公表できなければ、ＡＢＣでもいいです

けれども、どのくらいのものなのか。用地取得につ

いても、用地取得は１社なんですけれども、４社と

の関係で、設備投資と用地取得がだぶっているから

１社しかないというけども、ＡＢＣの中でどれかい

うことわかるようにね。 

 それから、雇用促進分として、１人正社員地元雇

用すれば、30万円ということで組まれているんです

けれども、それも設備投資４社との関係で、どこが

何人という説明をしてもらいたい。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、企業立

地促進奨励金にかかります再質疑にお答えいたした

いと思います。 

 まず、変更の理由についてでございますが、予定
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していた企業様の設備の投資計画が変わったのと、

もう一つは、理由としましては、所有が対象事業で

はなくて、本社所有ということで対象外となった、

そういった事例等もありまして、変更となったもの

でございます。 

 今後の見込みですが、用地取得の関係の見込みは

１社のみでございまして、その他は設備投資が主で

ございます。 

 雇用促進につきましても、これは増設ですんで、

各社１名ずつと、変更する企業もありますんで、見

込みとしては１名ずつ雇用を見込んでいるというよ

うな状況でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  本年度、奨励金というのが、

１億6,000万円を超えるわけなんですけれども、経済

波及効果というのをふやしてもらいたいと思うんで

すよ、市民から見えれば。これまでは、この条例制

定するまでは、本市の奨励金というのは全くなかっ

たです。つくった以上は、これで少し企業誘致に弾

みが今後ついていくし、あるいは、企業の規模拡大

につながっていくと思うんですけれども、何とか、

本当に経済効果上げるように、市としても行政指導

してもらいたいと思いますがどうでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  企業立地促進奨励

金にかかります再々質疑にお答えしたいと思います。 

 まず、この奨励金の大きな経済効果の一つの雇用

の関係ですが、先程今後の見込みについてのみ申し

上げましたが、今年の支援企業全体の状況を申し上

げますと、支援企業の直接的な雇用見込み総数は17

名となっておりまして、また、12月４日現在の支援

企業全体の求人総数は29名というようなのが状況で

ございます。29名となっております。 

 また、奨励金対象外の進出企業さんを含めた、12

月４日現在の求人総数は68名となっておりまして、

現状的には、非常に人材不足が深刻な状況というく

らいで、雇用の確保が充分されているというような

状況でございます。 

 また、設備投資に伴います、先程申し上げました

ように、改修部分も含めまして、固定資産等、税金

等でもかなりの額が上がっておりますんで、経済効

果は大きいと思います。こういった状況、この奨励

金を使いまして、今後とも、積極的に企業の誘致に

努めてまいりたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  次に行きます。第54号議案

です。 

 新しい市立図書館が開設されて５年たちまして、

引き続き、図書館の施設の管理を、東京都に本社が

あります図書流通センターグループに指定管理をす

るという議案であります。 

 前回は、かなりの業者が説明会に参加したし、確

か３業者が応募して慎重審査をした結果、現在の業

者が選定された経緯がありますけれども、今回につ

いてのこの業者、図書流通センターグループを選定

するに至った、審議の経緯についてで、これをお尋

ねしたいと思うんです。 

 全国的に聞きますと、当初この企業に指定管理を

しとっても、次は市の直営に戻すとか、あるいは、

一部戻すとかいうとこもあるようなんですけれども、

市は、市の直営に戻すなんていうことも検討したの

かどうか、それについての説明を求めます。 

 ２つ目には、問題は管理指定料金なんですけれど

も、５年間で、１億9,340万円となっております。前

回と同じなりに比較してみましたら、同額になって

いるんですけれども、この指定管理料が適正であっ

たということについて、その辺の根拠が選定委員会

の中でも、慎重に審査されて、これが適正というこ

とになったのかどうか。 

 ３番目は、市民からの声で、図書館の職員が入れ

かわりが激しいと、やっとなれたと思ったら、新し

い人にかわっているというような意見もありますけ

れども、この５年間の指定管理を総括してどういう

点がよかったのか、悪かったのか、問題なのか、今

後のこれから５年間に活かされなければならない点

だと思うけど、本当に検討されて、今回のこういう

５年間の指定管理ということになったのか、仕様書

などについても改善点があったのか聞きたいです。 

 それから、４番目は、図書館長、それから司書、

やっぱり非常に大事なんですけれども、聞くところ

によりますと、非正規職員、パート職員が多いんで

はないかと、雇用条件が非常に厳しいために、すぐ

やめてしまう、講習受けて司書の免許取っても、す

ぐやめるという人もいると、などいろいろ聞いてお

りますけれども、そういう点で、雇用条件について

は、この５年間はかなり入れかわりがあったんだけ

れども、これから５年間というのはそういうことが

ないと言えるような、雇用条件の管理指定料になっ

ているかどうか。 
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 それから、５番目は、図書の購入についてであり

ます。私たちが考えてみましたら、今まで前の図書

館時代には、かなりの部分が市内の書店で図書を購

入していたと思うんですけれども、今回、資料が提

出されておりますように、市内業者で購入するのは

ほんのわずかで、東京本社にある図書流通センター

から購入しているということになって、これ問題だ

と思うんですけれども、今度の指定管理業者と蔵書

の関係についてはどういうような取り決め、仕様書

になっているのか、その辺を説明してください。 

 以上です。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

  それでは、第54号議案の質疑についてお答えをい

たします。 

 最初に、指定管理者選定までの審議の経過につい

てでありますが、まず、第１回選定委員会を８月24

日に開催しまして、引き続き指定管理を継続するこ

とや、事業者の選定については、公募によって行う

ことが決定いたしました。次に、９月22日の第２回

選定委員会におきまして、募集要項等の審議を行い

まして、９月29日から募集について、市のホームペー

ジ等で発信し、約１カ月間の周知期間を設けました

が、１団体からしか応募がございませんでした。そ

の後、11月９日の第３回選定委員会におきまして、

プレゼンテーションを行い、事業計画等の説明を受

けた後に、ヒアリング、審査を経て総合評価の結果、

豊後高田ＴＲＣ・日本管財グループが指定管理候補

者として選定されたところであります。 

 なお、議員が言われる直営にすることは、検討し

なかったかということでありますけれども、開館前

から直営か指定管理かという議論はした中で、いろ

んな面を考慮して総合的に判断しまして、指定管理

というものとしたものでありまして、５年間やって

きて、特に何かあったわけでもございませんので、

直接に直営にかえるという議論はしておりませんが、

指定管理を継続するということは、そのこと自体が

直営よりも、指定管理のほうがよいという判断をし

たということでございます。 

 次に、指定管理料の額でございますが、先程申し

上げました審査の結果、選定された事業者の収支計

画書をもとに、年額3,868万円に決定したところであ

ります。また、この額については、もちろん選定委

員会の中でも審議をいたしました。 

 次に、５年間の指定管理の成果ということであり

ますけれども、図書館の施設、設備及び物品の維持

管理に関する業務を初め、各種事業の計画の実施に

おいても、民間の専門的なノウハウを活かした運営

によりまして、住民サービスの向上が図れたものと

思っております。 

 なお、議員の言われる職員の入れかわりについて

でありますが、現在では、以前一時的に見られたよ

うな退職等もなくて、安定的に運営がなされている

と感じているところであります。また、図書館職員

は、現在常勤職員として、館長、チーフ、一般スタッ

フ４名、並びにパート職員１名でありますが、雇用

条件につきましては、あくまで指定管理者との雇用

契約でありますので、詳しいところまでは承知をし

ておりません。 

 次に、指定管理業者と蔵書などの購入の関連につ

いてでありますが、書籍の購入につきましては、仕

様書の中で、資料整備委託として指定管理者と契約

し、予算内で選書、購入を行うものと定めておりま

す。 

 以上です。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  今回は公募したけれども、

１社しか応募がなかったということなんですけれど

も、業者の総合評価で、前回はこのグループが87.6

点なんですけれども、今回はどういう評価になった

のかどうか。 

 それから、個人情報の取り扱いについて、貸出本、

誰々がどういう貸し出しをしたというのが、その都

度削除されるようになっているのか、なっていなかっ

たら、民間経営になりまして、情報が世界中に流れ

るということになれば、本人の思想問題がばれてし

まうことになりますので、その辺どうなんでしょう

か。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、再質疑にお答えいたします。 

 今回は１社でありましたけれども、評価の点数は

何点だったかということでありますけれども、平均

点が86点でございます。 

 それから、個人情報の関係で、貸し出しの本が削

除されているのかということでありますけれども、

それは削除されていると考えております。 

 以上です。 
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○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  今度、指定管理料について

です。１億9,340万円が適正というのはどういう判断

なのか、市民にわかりやすく、前回よりは6.78％上

がっていると思うんですけれども、この辺の根拠が、

市民が納得できる形で説明してもらえませんか。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、指定管理料の額が適正かどうかというこ

とでありますけれども、先程申し上げましたように、

あくまで、応募のありました、そして、決定をいた

しました業者の収支計画をもとに額を決定しており

ます。その額につきましても、若干昨年度の28年度

の実績から見ましても、100万円ちょっと上がってお

りますけれども、やはり、ここのところ最低賃金も

上昇であるとか、物価の上昇、今までの５年間より

も次の５年間は、一応それぐらいの増が見込めると

いうことで判断しております。 

 以上です。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  時間がありませんので次に

行きますが、職員の関係なんですけれども、資料で

示されましたように、当初は６人の雇用だったのが、

この５年間の内に退職者が10名だということで、新

しく雇用全部合わせまして、５年間の雇用というの

は17人ですか。よその企業とか、あるいは、世間の

職場では全く考えられないことでしょう。 

 特に、司書の関係というのは、本当に市民のニー

ズに応えて迅速に対応してもらわなければならない

大事な方々なんです。だから、これだけ入れかわり

があるということは、給料が安いとかボーナス、各

種手当などが、考えられないぐらい低いんではない

かということが心配されるんですけど、そういう今

度収支計画書が出て、収支計画書に基づいて指定管

理料が決まるわけでしょう。 

 こんなんに入れかわりが激しいという状況から見

て、本当に指定管理で基礎になっている、そういう

金額が働く人たちに払われているかどうかという点

が、疑問を持つんですよ。そういうのをちゃんと掌

握して問題があれば自制させるようにしているのか

どうかですね、その辺はどうなんでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、雇用関係についてお答えいたします。 

 今までやめられた方の詳しい理由というのは、も

ちろんつかめておりませんけれども、やめる方はや

める方で、それぞれの考えがあるものと思います。

それでですが、要は採用当時から雇用条件を納得し

た上で、それぞれでされているわけでありますので、

それはそれぞれ個人の考えだと思いますし、先程申

し上げましたように、以前、一時的には退職もあり

ましたけれども、ここのところは、退職もかなり少

なくなっている状況であります。 

 それから、賃金等の待遇の関係ですけど、今回、

向こうのほうから出されました計画書を見ましても、

人件費も100万円ほど約プラスになっておりますので、

そういった改善も対処なされるものと感じておりま

す。 

 以上です。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  それでは、その収支計画書

の中で、これから５年間というのは、正規職員は何

人で、その内、司書の資格を持っている人が何人、

非正規雇用、アルバイトなど、あるいは派遣などが

何人というようなことになっているのか。原則とし

ては、地元雇用を優先されるということになってい

ると思うんですが、その辺もこの指定管理料の中に

含まれているかどうか。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、大石議員の再々質疑にお答えします。 

 要は、人件費の関係が、指定管理料に含まれてい

るかということでありますが、もちろん、そういう

ものも見込んだ中での指定管理料でございます。 

 そして、今後５年間の人員配置の関係であります

けれども、一応向こうからの計画であれば、館長、

チーフ、先程言いましたスタッフ４名とパート職員

が２名の８人体制ということで計画が出ております。

それから、雇用の関係は、今までどおり、基本的に

市内の方を採用するということになっております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  図書館の５番目の問題で、

図書の購入についてなんですけれども、資料をもら

いましたけれども、決算で計算しましたけれども、

平成25年で1,600万円、26年で1,460万円、27年で1,

335万円、28年で1,300万円を支出しているんですけ
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れども、その内の大半が、東京本社にあります図書

流通センターから購入していることになっています。 

 やっぱりこういう管理指定をすることによって、

一番被害を受けたのは書店が、図書館が継続的なお

得意さんだったんだけれども、地元の書店で購入で

きなくなったという一番被害を受けていると思うん

です。それで、図書を買うというのは、市民の税金

で買うわけなんです。ところがそのお金は東京の企

業の懐に入るというのは、市民は納得できないと思

うんです。 

 地産地消が叫ばれて、やっぱり地元産業、地元企

業を育成をするということが、今、大事な点でしょ。

そういう関係で、私も、土建業者についても市外じゃ

なくて地元業者優先ということで、入札問題議論何

度もしてきましたけれども、そういうことでいくな

らば、図書購入についてもやっぱり地元優先をすべ

きだと思うんです。 

 それが、今度の指定管理の条件で、地元ではほん

のわずかしか買いません、あとはあなたから買いま

すような、そういう指定管理の契約内容にあるのか、

その辺、仕様書ではどうなっているのか、もっとやっ

ぱり地元の書店で、地元で購入できるんですから購

入をさせるように、改革すべきじゃないかと思うん

です。その辺どうなのか。 

 それから、もう一つは、除籍本、もうこれ要らな

くなったということで除籍して、新しいの買うとい

うのが、この企業の東京本社の企業がこれは除籍し

ようやと、また新しいの、うちがおさめりゃいいと

いうことになったら、税金の無駄遣いなるんです。 

 除籍をするというのは、誰の判断でするのか、教

育委員会の自主的な判断が示されているのかどうか。

いわゆる管理運営も企業に任せる。新しい本を買う

のもその企業にやらせるとなれば、そういう形で、

例えば悪く言うならば、在庫がいっぱいあるから、

早くこっちの出して、うちのを入れようというよう

なことだって、起こりかねない、そういう仕組みじゃ

ないかなって疑問を持つんです。そういうことあっ

てはならないと思うんで、その辺はどうなのか、もっ

ともっと市の教育委員会の自主的判断が活かされる

ようにすべきだと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、議員の再質疑にお答えします。 

 まず、市内業者で買ったらどうかという話であり

ますけれども、これも、先程申し上げましたように、

指定管理者と契約することが仕様書の中にうたわれ

ておりますし、今までその議論ありましたけれども、

なかなか大量の書籍の購入になりますし、選書の支

援、それから装着品もかなり必要になります。 

 そうしたものの経費もやはり大手のほうが金額的

に少ないし、これが上がれば上がるほど、また指定

管理料ふえますので、これまた、市民の方に迷惑か

かるということになると思います。 

 除籍の関係でありますけれども、選定の検定もも

ちろん市が持ちますし、除籍の判断も市のほうがい

たします。 

 以上です。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  時間がないから次に行きま

す。 

 第55号議案は、真玉のＢ＆Ｇ海洋センターの施設

管理の指定管理料についてでありまして、５年間で2，

903万3,000円となっているようでありますが、この

辺の管理の内容や、その金額が適正であるかどうか

ということについて、説明してもらいたいと思いま

す。 

○議長（安達 隆君）  教育庁総務課長兼地域総務

一課長、安藤隆治君。 

○教育庁総務課長兼地域総務一課長（安藤隆治君） 

 それでは、大石議員のＢ＆Ｇ海洋センターの指定管

理の関係です。 

 要は、指定管理料の関係でございますが、今まで

のこの３年間の指定管理を実施してきた中の実績、

それから、今回またこちらのほうから出されていま

した収支計画、そういったものを総合的に判断いた

しまして、この額を決定しております。 

 年度別の額につきましては、来年度613万3,000円、

これは来年度スタッフの中で、資格の取得にいかな

ければならないものがおりますので、その方の旅費、

その他で約30万円ほどかかりますので、その分が来

年多いんですが、31年度以降につきましては、572

万5,000円ということで、平成28年度以前の実績より

も額は若干下がっております。それは実績等によっ

て判断いたしました。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  次は、第56号議案のスパラ

ンド真玉の施設の指定管理についてでありまして、

これも前回と同じ金額、年間でいったら1,300万円の
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管理指定料ということになっておりますけれども、

これが適正という根拠を示してもらいたいと思うん

です。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  第56号議案公の施

設スパランド真玉の施設管理の指定管理についての

ご質疑にお答えいたします。 

 スパランド真玉の施設管理者につきましては、指

定管理制度に移行してからずっと、第三セクターの

株式会社スパランド真玉が、運営を担ってまいりま

したが、類似の温泉施設との競合や、低料金での温

泉サービスの提供などもありまして、慢性的な赤字

体質が続いております。 

 過去５年間収支を振り返りますと、指定管理料は

年間1,300万円で推移しておりますが、平成25年度が

24万9,000円の赤字、平成26年度が1,198万1,000円の

赤字、平成27年度が342万1,000円の赤字、平成28年

度が375万7,000円の赤字となっております。 

 このような状況の中、施設の安定的な存続を図る

ためには、抜本的な運営体制の見直しが必要であっ

たことから、昨年度の下半期より経営改善支援業務

をコンサルに委託し、運営の改善を図ってまいりま

した。 

 本年度、現在の指定管理者であります株式会社ス

パランド真玉との契約期間が、最終年度の５年目と

なることから、より効率的な運営体制の確立を図る

ため、指定管理者の公募を行うこととなり、去る10

月に約１カ月間指定管理者の公募を行ったところで

ございます。その後、審査、選定など手続を進めて

まいり、本定例会に新たな指定管理者の候補として、

ご提案させていただくものでございます。 

 提案者のプランニングサポートの運営計画では、

指定管理料はこれまでと同額でも、営業利益は出せ

るというような運営体制を目指す、という心強いも

のとなっております。真玉温泉は国東半島で最も歴

史のある古湯であり、県内に数少ない良質で貴重な

飲泉としても紹介されるなど、市民にとっても、観

光客の皆様にとっても大変大事な施設でございます。 

 そのため、今後とも多くの皆様に安心して、ごゆっ

くり楽しめる温泉施設として、安定的な運営ができ

るよう市としても支援してまいりたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  今度新しい業者に指定管理

をお願いすることになる。実際収支計画などでは、

これまでどおりの運営でも利益が出せるというよう

に、説明があったそうでありますが、市民の声を聞

いてみますと、ことしの９月に開かれた敬老会、従

来もスパランド使っているんですけれども、今回か

らは、料理がその施設でつくったものじゃなくて、

ある市内のスーパーから持ち込まれた折りに変わっ

たと。大事な敬老会のお祝いになんゅうことかとい

うことで、相当不満があって担当課にも苦情が届い

ていると思うんですけど。 

 それから、私どもの地区の敬老会も実施したこと

ありますけれども、これまでは必ず全員の記念撮影

を撮ってくれて、帰りには皆さんにお渡しするとい

うサービスもあったんですけれども、これもなくなっ

た。 

 経営者がかわったら、変わったんやないかという

ことで批判があるんですけれど、実際経営者かわっ

てないんですよね、そうなってくると。 

 今の課長の説明では、これまでどおりの運営をし

ても利益は充分出るということになれば、この辺、

市民の苦情がありますので、従来どおりサービスを

徹底してもらいたいと思います。料理もそうしても

らいたいと思うんですよ。市民の大事な敬老会の料

理がお粗末になるというのは、問題あると思います。

できるかどうか、この指定管理料の中で、その辺ど

うでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、再質疑

にお答えいたします。 

 本年度のスパランド真玉で開催されました敬老会

におきまして、議員ご指摘の苦情、要望等があった

ことにつきましては、お聞きしております。スパラ

ンド真玉が今後とも市民の皆様の憩いの場として、

また、敬老会等ご利用いただける方にも安心して利

用いただけるよう、また、観光拠点として多くの皆

様にご利用いただけますよう、サービス向上に向け

まして、必要に応じて協議を行ってまいりたいと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  あと２つありますんで、時

間内には質問を終わりたいと思いますんで、要領よ

く答弁お願いします。 

 第62号議案は、簡易水道と市の水道事業を統合す

るという条例の整備でありますけれども、若干、市
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民にとってどういう変化が出るのかなど、簡単に説

明してもらいたいと思うんですが。 

○議長（安達 隆君）  上下水道課長、早尻真一君。 

○上下水道課長（早尻真一君）  それでは、第62号

議案の質疑についてお答えいたします。 

 今回の条例改正は、簡易水道事業を水道事業に統

合するもので、事業者である市側の事務的な部分の

変更を行うものでございます。水道使用者の皆様に

は、これまでと同じように、料金面でも、手続面で

も何ら変更はございません。 

 それでは、事務的な部分の変更点と、すでにこれ

まで実施してきた水道事業の統合の取り組みについ

て、ご説明させていただきます。 

 まず、予算及び決算について、一般会計と同じ方

式の単式簿記でお金のやりとりをしている簡易水道

事業特別会計の部分は、複式簿記である水道事業会

計の中に取り込み一本化をします。これによって、

これまで別々の会計システムで、それぞれ処理して

いた経理、契約事務を水道事業一本に統一すること

ができます。 

 また、料金の調定と収納について、料金体系と電

算システムはもともと同じものですが、２種類の伝

票様式が１種類に簡素化されて、料金の集計管理す

る預金通帳も１つになり、事務の効率化を図ること

ができます。 

 さらに、これまでの取り組みとして、施設整備に

ついては、平成22年度から28年度まで、国庫補助事

業である簡易水道再編推進事業を取り入れ、水源井

戸や配水池の統廃合、クラウド型遠隔監視システム

の整備等による、維持管理の合理化も実施してまい

りました。 

 このように、今回の水道事業の統合は事務の効率

化や、施設管理の合理化等によって、経営の安定を

図ることを目的とするものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  今、市民に対しては影響な

いと、事務的なことだと述べられましたけれども、

心配されるのが、会計上、簡易水道であるならば、

どうしても赤字が出た場合については、一般会計か

らの繰り出しが自由にできる、法的には。 

 ところが、一本になったら、赤字になったからと

いって、一般会計からの繰り入れが、法的には原則

禁じられていると思うんで、全体的には、簡易水道

の今後の修理代だとかいうのに経費がかさんだ場合

に、全体の水道料金が増額になる、そういうおそれ

がないのかどうか、それは全く心配ないということ

はどうなんでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  上下水道課長、早尻真一君。 

○上下水道課長（早尻真一君）  それでは、再質疑

にお答えをいたします。 

 簡易水道事業を水道事業に統合した場合、どのよ

うな経営状況になるかということを、今後10年間な

んですけど、試算をしております。 

 これは、県を通じて国のほうにも報告をするんで

すが、その中ですでに簡易水道を上水道事業に統合

している先進地事例もあるんですけれど、そこでは、

どういうふうな一般会計からの繰り入れをしている

かというと、まず国のほうで認めている簡易水道で

起債をかった簡易水道の事業債、これは２分の１ま

では一般会計から繰り入れてもよいと、それと、国

の基準ではないですが、先進事例として、過疎債を

簡易水道事業には借りております。 

 この過疎債については、７割が交付税の措置があ

りますんで、その７割分を一般会計からのほうから

統合した水道事業会計に繰り出すと、そういう先進

事例等ありますので、そのような先進地事例を参考

にした中で、収支を行っておりまして、その中では、

今後10年程度は、国の補助制度等がそのまま維持さ

れるという前提では大丈夫であろうと、そのように

考えています。料金においても、できる限り据え置

きでいこうと考えています。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  最後に、報第12号について

であります。 

 今回は、市の市役所の駐車場において公用車が事

故を起こしたと、補償金が約31万円、これで示談が

整ったということなんですけれども、職員の酒気帯

び運転とか、飲酒運転などはあってはならないこと。

私たち議員にとっても、当然のことでありますけれ

ど。 

 今回の事故はそういう事故ではありませんけれど

も、市の駐車場で公用車が、市民の車に衝突すると

いうのは、やっぱりあってはならないことでありま

すんで、今後の教訓にするためにも、どういう事故

だったのか、ただ、バックしおって云々という事故

で31万円というのが、普通一般的に考えたら、物す

ごく高いなと、損害賠償だとか、思うんですけれど

も、どういう内容なのか、今後そういうことのない
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ように、職員も私たちも気をつけないかん問題です

ので、どのようにこれを活かしていくという点につ

いて、説明してもらいたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君）  報第12号に対しますご

質疑にお答えいたします。 

 公用車の事故につきましては、今回もご報告する

事態となりまして大変申し訳なく、相手の方そして

市民の皆さんに対しましておわびをいたします。 

 今回の事故でございますが、職員が市役所駐車場

にとめてあった公用車を前進させようとしたところ、

ギアが充分に入っておらず、ニュートラルになって

おりまして、駐車場に若干の勾配があったことから、

公用車が後進してしまい、駐車してありました相手

方の車の後方部分を損傷させたという物損事故でご

ざいます。 

 激しい衝突ではありませんでしたけれども、公用

車のほうが２トントラックだったことから、相手側

の普通車の損傷が激しく費用がかさみまして、修理

代と修理期間中の代車費用を賠償したものでござい

ます。なお、公用車側の修理は、必要はございませ

んでした。 

 原因につきましては、ギアの確認不足によるもの

でございます。交通事故につきましては、ちょっと

したミスや見落としが原因となることが多いことか

ら、引き続き職員に対して強く注意喚起を行い、安

全運転を徹底していきたいと考えるところでござい

ます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  18番、大石忠昭君。 

○18番（大石忠昭君）  職員に対して、この前も臨

時福祉給付金の問題で、徹底したということなんで

すけれども、こういう交通事故も未然に防いでいく

という点でも、特に、公用車、通勤中というか、公

用車の事故という問題なんで、これまでも何回もあ

りましたけれども、どういうように職員に徹底する

方法をとっているのか、定期的に何回か実施するほ

うが効果上がると思うんです。 

 確かに公用車については全く損害はなかった、あ

るいは、けがもなかったということなんだけども、

いつどういう事故があるかわかりませんので、特に、

飲酒運転、酒気帯び運転というのは、全国的に大き

な問題になっておりますので、そういうことのない

ように、繰り返し徹底してもらいたいと思いますが

どうでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  総務課長、佐藤之則君。 

○総務課長（佐藤之則君）  議員の再質疑にお答え

をいたします。 

 これまでも、何度かこういう事故がありまして、

対策を徹底してまいりましたけれども、具体的には、

事故防止を強化するという観点で、全公用車に注意

喚起のステッカーを貼ったり、それから課長会では、

毎回交通事故の徹底を図るように、私から、もしく

は市長から、全職員につながるように伝えておりま

す。 

 今回もそうなんですけれども、事故のあった職員

の担当課長から事故の内容を報告しまして、全職員

に情報共有をして、事故防止に努めたいというふう

に思っております。 

 今回についても、12月の課長会議において、その

情報共有しましたし、年末年始に向けて、全職員に

対して改めて交通安全の徹底を伝えたところでござ

います。 

 以上でございます。 

○18番（大石忠昭君）  終わります。 

○議長（安達 隆君）  議案質疑を続けます。４番、

甲斐明美君の発言を許します。４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  皆さん、おはようございま

す。４番、日本共産党の甲斐明美です。 

 議案質疑をしたいと思います。 

 第49号議案について、補正予算４項目について、

初めに質疑いたします。 

 施設型給付費について、１つ目は、保育士等の施

設型給付費が4,556万4,000円の予算が提案されてい

ます。国の定める公定価格の改善と保育士の処遇改

善加算の創設ということですが、保育士の処遇がど

う改善されようとしているのか。 

 ２つ目は、本市で影響のある保育士の人数と具体

的な給料の増額についてお尋ねします。 

 保育所緊急整備事業について、１つ目は、1,995

万1,000円の予算が提案されています。国の補助基準

額の増額改定に伴うということですが、どのような

内容でしょうか。 

 ２つ目は、本市では保育所の整備についてはどの

ようにする計画でしょうか、お答えをお願いします。 

 ３番目として、救急医療対策事業についてです。

今回は、補正予算として不足分の50万円が提案され

ております。救急医療を担う医療機関の救急医療に

対する運営補助金はどれくらいか。本市の負担割合

はどれくらいか、お尋ねします。 
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 ４番目には、水田畑地化園芸作物導入支援事業に

ついて、土壌改良資材の導入支援ということで45万

円県から予算提案されていますが、どの地域でどれ

くらいの面積でしょうか。 

 以上、お尋ねいたします。 

○議長（安達 隆君）  子育て・健康推進課長、安

田祐一君。 

○子育て・健康推進課長（安田祐一君）  甲斐議員

の第49号議案の内、施設型給付費についてのご質疑

についてお答えいたします。 

 今回計上いたしております、4,556万4,000円につ

きましては、国が定める施設型給付費の基準となる、

公定価格の単価改正分として2,680万6,000円、技能

経験に応じた保育士等の処遇改善加算分として1,87

5万8,000円を計上させていただいているものでござ

います。 

 改善の内容につきましては、まず、公定価格の単

価改正分において、民間保育園などに勤務する全て

の職員を対象とした、月額6,000円程度の処遇改善が

行われるものでございます。また、今年度より新た

に創設された技能・経験に応じた保育士等の処遇改

善が、処遇改善加算分において対象となる保育士等

に対して、月額5,000円から４万円の処遇改善が行わ

れるものでございます。 

 次に、本市で影響のある保育士等の人数及び給与

の増額につきましては、公定価格の引き上げにより、

月額6,000円程度改善される対象者は142名を予定し

ております。また、処遇改善加算により、月額5,00

0円から４万円の改善が行われる対象者は、59名を予

定しているところでございます。 

 次に、保育所の緊急整備事業についてお答えしま

す。 

 本事業は、河内保育園の老朽化に伴う改築による

保育環境の整備に要する費用の一部を補助する事業

でございまして、本年度、国の補助基準額の増額改

定が行われたことに伴い、増額分として1,995万1,0

00円を計上させていただいているものでございます。 

 改定内容につきましては、本体工事費2,255万円、

特殊附帯工事費34万円、設計料114万4,000円の増額

改定に伴い、合計2,403万4,000円となりますが、解

体撤去工事費については、計画変更により不要とな

りましたので、408万3,000円を減額し、差し引き合

計1,995万1,000円を計上させていただいております。 

 次に、本市の保育園の整備計画につきましては、

保育環境の充実を図る観点から、平成26年度より順

次各保育園において改築を実施していただいており

ます。 

 平成26年度は封戸保育園、平成27年度は和光保育

園、平成28年度は真玉保育園、そして今年度は河内

保育園で整備を進めており、来年度は、城台保育園

を予定しております。これにより、民間移管をいた

しました香々地保育園を除く市内全ての保育園にお

いて、環境整備が完了することとなります。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ウェルネス推進課長、伊南

冨士子君。 

○ウェルネス推進課長（伊南冨士子君）  続いて、

私のほうからは、第49号議案の救急医療対策事業に

ついてのご質疑にお答えいたします。 

 この事業は、平日の夜間、日曜、祝日の救急医療

を受け入れる二次救急医療機関である宇佐髙田医師

会病院に対し、運営費の補助を行うもので、国と県

が３分の１ずつ、そして残りの３分の１を宇佐市と

豊後高田市が支出することになっておりまして、本

市の支出額は、これまで約330万円でございました。 

 宇佐市と豊後高田市の負担割合は、人口割などか

ら算出されておりまして、概ね宇佐市が７割、豊後

高田市が３割となっております。今回、国からの補

助金が403万8,000円減額されたことに伴い、その分

を県と市がそれぞれ201万9,000円ずつ負担すること

になりました。その結果、県と市の負担内訳は、県

が1,242万7,000円、市が1,242万7,000円となりまし

て、市が負担する1,242万7,000円の内、宇佐市が７

割の869万9,000円、そして本市が３割の372万8,000

円を支出することになったため、50万円の増額補正

を行うものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  農業ブランド推進課長、藤

原博文君。 

○農業ブランド推進課長（藤原博文君）  第49号議

案の内、水田畑地化園芸作物導入支援事業のご質疑

についてお答えいたします。 

 本事業は、本年度実施します、農地耕作条件改善

事業における水田の畑地化により、従来の水稲から

より収益性の高い白ネギへの転換に取り組む生産者

に対し、土壌を肥沃にするために、土壌改良資材と

して堆肥などを投入する経費を支援するものであり

ます。 

 議員ご質疑の実施内容につきまして、場所は中真

玉地区で２カ所であり、規模は３ヘクタールを計画
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しております。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  １番の施設型給付費につい

て質疑します。 

 この数年、保育士の処遇改善が言われ始めました。

待機児童が多く、保育士の確保のため、政府も腰を

上げたようです。 

 今回の施設型給付費は、実質保育士の給料と考え

てよろしいのでしょうか。 

 資料の３ページの８を見ますと、改善予定者が59

人が1,875万8,000円ということになっております。

これを単純に割ると１人31万円ぐらいになりますけ

ども、これは年間のものでしょうか。それとも、残

りの月数で割ってよろしいのでしょうか。 

 この上の公定価格の分も、同じように質問したい

と思います。 

○議長（安達 隆君）  子育て・健康推進課長、安

田祐一君。 

○子育て・健康推進課長（安田祐一君）  甲斐議員

の再質疑にお答えします。 

 保育士の処遇改善でございますけれども、まず、

資料の公定価格の単価改正分につきましては、２％

相当額、概ね6,000円程度を、市内職員数142名おら

れますけれども、概ね6,000円程度は改善される、あ

くまで予定でございます。その辺の判断は、民間施

設の経営判断となるところでございますので、ご理

解いただきたいと思います。 

 それと、イの経験に応じた保育士等の処遇改善加

算分、これにつきましては、市内６園で改善予定者

数59人を予定しておりまして、これにつきましては、

先程ご答弁申し上げたように、４万円の改善のなさ

れる方、それと5,000円改善なされる方、それと月額

5,000円から４万円の処遇改善がなされる方に分かれ

て、改善がなされる予定となっております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  改善がなされるということ

はわかりましたけれども、これが年間というか、４

月にさかのぼって支給されるものでしょうか。また、

パート職員にも出るのでしょうか。これらの改善と

いうのは、全員の職員に公表するものでしょうか。

お伺いしたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  子育て・健康推進課長、安

田祐一君。 

○子育て・健康推進課長（安田祐一君）  甲斐議員

の再々質疑にお答えします。 

 この改善につきましては、公定価格、それと処遇

改善加算分含めまして、国の制度に基づき、４月に

さかのぼっての適用というふうになっております。 

 それと、金額について、公表するとありますけれ

ども、これはあくまで民間保育園において、対象者

の選任をしていただき、事業所においての発令事項

というふうになっております。ですから、個別にど

うのこうの公表という形はございません。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  これまで、保育士の処遇と

いうのが余りよくなかったんですけれども、よくなっ

てきて大変うれしいと思っております。 

 ２つ目の保育所緊急整備事業についてお伺いしま

すが、資料４ページの９にありますけども、今回は1,

995万1,000円の補正ですけども、解体工事費用が計

画変更によって要らなくなったということなんです

けれども、私の近所なので見ましたら、保育園今も

やっておりますので、その分は解体しなくてよくなっ

たというようなことなんでしょうか、お伺いしたい

と思います。 

○議長（安達 隆君）  子育て・健康推進課長、安

田祐一君。 

○子育て・健康推進課長（安田祐一君）  甲斐議員

の再質疑にお答えします。 

 資料の解体撤去工事費の計画変更による不要とい

う形で表記させていただいておりますけれども、河

内保育園におきまして、現在、建築が進んでいる状

態でございますけれども、既存の園舎において、年

度内において、解体ができないというふうに、子ど

もさんをそれまで受け入れるスケジュールからして、

年度内に解体ができないということでございますの

で、補助対象外となったものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  わかりました。 

 再々質疑をいたします。 

 新しく児童をふやす予定はあるのでしょうか。こ

の緊急整備事業、特に、今回ですね。今後、本市は

待機児童とかいうことはなく、全員、正確なところ

わからないんですけれども、全員入れるのでしょう

か。お答えお願いします。 

○議長（安達 隆君）  子育て・健康推進課長、安

田祐一君。 
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○子育て・健康推進課長（安田祐一君）  甲斐議員

の再々質疑にお答えします。 

 現在、先程ご答弁申し上げたように、市内民間保

育園において、順次整備が進められております。来

年、城台保育園が改築されれば、市内民間保育園全

てが新しくなるものでございます。 

 なお、香々地保育園においても、これは平成７年

度に建てられたものでございますので、民間移管の

際に市のほうが全て改築を行っており、今後、当面

の間は改築しなくても、充分耐え得る施設となって

おります。 

 そういった中で、園児の皆様方がより良好な保育

サービスの中で受け入れ可能なように、今整備を進

めており、各民間保育園の皆様のご努力によって、

定員のほうも順次上げていただいたり、受け入れに

支障がないように行っていただいているところでご

ざいます。 

 そういった中で、今現在も含めて、豊後高田市に

おいては、全国で問題になっているような待機児童

の発生は、現在のところございません。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  次に、救急医療対策事業に

ついてお尋ねします。 

 これまで320万円台でしたけれども、ことし50万円

多く補助をしなければならなくなった理由は、先程

の答弁でわかりました。救急医療は大事なことです

ので、ぜひとも、これからも充実できるようにお願

いします。 

 次に、４番目の水田畑地化園芸作物導入支援事業

についてです。 

 再質疑します。県が推奨している水田から畑地へ

の変更ですけれども、公的資金を入れて畑地化して

おります。今回土壌改良資材までいただけるという

ことで、とても有利だと思いますので、ぜひ農業さ

れる方はしっかりいいネギを、ネギかどうか正確な

ところわかりませんけれど、多分ネギじゃないかと

思います。いいネギをつくってほしいと思います。 

 今後もこのような支援など続くのかどうか、お聞

きしたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  農業ブランド推進課長、藤

原博文君。 

○農業ブランド推進課長（藤原博文君）  甲斐議員

の再質疑にお答えいたします。 

 この事業は県の事業でありまして、それにのっとっ

て市として取り組みを進めております。来年度につ

きましては、まだ、県のほうの予定といいますか、

計画が現在のところ不明でありますが、県と連携を

して、白ネギの推進は進めていきたいと考えていま

す。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  次に、第57号議案です。公

の施設の指定管理者の指定ということで、豊後高田

市長崎鼻リゾートキャンプ場のことです。 

 長崎鼻リゾートキャンプ場には、多額の予算で整

備しているところだが、収入と支出のバランスと指

定管理料についてお聞きしたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  第57号議案公の施

設長崎鼻リゾートキャンプ場の指定管理者の指定に

ついてのご質疑にお答えいたします。 

 ご案内のとおり、長崎鼻リゾートキャンプ場は岬

の美しい自然景観に恵まれ、春の菜の花、夏のヒマ

ワリといった花公園整備と、著名な芸術家による数々

のアート作品の設置による花とアートの岬としての

整備が進むとともに、海辺の新たな活用方策として

のパーフェクトビーチ事業など、周年利用型の主要

観光スポットとして、各種の整備が進められており

ます。 

 今回、ご提案いたします指定管理者の指定につき

ましては、主にキャンプ場運営に係るものでありま

すが、主な収入といたしましては、施設利用料と指

定管理料でございます。現在、周年利用型のコテー

ジ２棟を整備中でございまして、来年度は、当該コ

テージの利用増を見込んでおります。支出といたし

ましては、宿泊受付や清掃業務など、施設の運営管

理に係る人件費や、施設利用に係る光熱費、浄化槽

の保守等の維持管理費用が大半でございまして、コ

テージの増加に伴います消耗品等の増加や、施設の

老朽化に伴う修繕料等の増加等を見込んだ収支計画

となっております。 

 なお、現在、取り組んでおりますパーフェクトビー

チ事業につきましては、国の地方創生推進交付金を

活用して、官民共同の推進協議会を立ち上げ、その

協議会が実施主体となり、３カ年計画で主に海水浴

場周辺を中心とした環境整備、キャンピングトレー

ラーの活用モデル事業を進めているところでござい

ます。 

 長崎鼻のこれまでの取り組みによって、大きな集
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客効果も図られております。滞在型観光を進める上

で、重要なスポットとして適正な管理の下、魅力あ

る観光地としてさらなる磨きをかけてまいりたいと

思っております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  再質疑します。 

 施設利用料、入場料も順調にふえてはいますけど

も、昨年に比べて支出の需用費のところが、1.5倍に

ふえています。消耗品とか修繕費がかかると言われ

ましたけれども、10万円以上のものは市がみてくれ

るということですが、どんな修繕が考えられるのか、

また、予定されているのか、教えてください。 

 次に、環境整備委託というのがなくなっておりま

すが、昨年度に照らし合わせますとありませんが、

委託費も半分になっています。これはどういうこと

でしょうか。 

 その他というところで、昨年度に照らし合わせま

すと、88万5,000円とふえております。これはどうい

うことでしょうか。お答えお願いします。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、長崎鼻

についての再質疑にお答えしたいと思います。 

 まず、修繕料等の増加でございますが、先程も答

弁の中で、修繕料等の増加につきましては、長崎鼻

の施設がかなり設置してから老朽化が進んでおりま

して、毎年いろんなところが修繕が必要というよう

な状況になっております。コテージもふえますし、

いろいろ水道の配管とか、機械とかいろいろありま

すので、そういったものの突発的な事象に耐えられ

るために、修繕料をちょっと多目に見込んでいると

ころでございます。 

 それと、環境整備委託料がなくなっているという

ことでございますが、これにつきましては、主にエ

アコンが非常に老朽化をいたしておりまして、その

取りかえ等を行いまして、その年度だけ環境整備委

託料という形で、別途委託をふやしたものでござい

ます。したがいまして、それが昨年度、平成28年度

のみの設定ということで、それ以降は見込んでおり

ません、という状況でございます。 

 また、その他の増加につきましては、運営形態の

金額も上がってきておりまして、消費税等の納付と

か、そういった公課的な支出もふえておりますんで、

そういったものを見込みましての増額となっており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  平成27年度は指定管理料が3

00万円、28年、29年となって、350万円というように

変わっております。このその他というのがとても気

になりまして、300万円から350万円に上がることに

よって、50万円というのが、その他に余っていくの

ではないか的な、そういうふうに考えられるんです。

何だったら300万円でもよかったのではないかと思う

ものです。 

 そして、長崎鼻リゾートキャンプ場というのは、

長崎鼻はとても広くて、花と海、キャンプとか、多

くの事業が別形態であるということですね。長崎鼻

リゾートキャンプ場は、その中のどの部分で指定管

理をしているのか、教えてください。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、長崎鼻

キャンプ場の再々質疑にお答えいたします。 

 指定管理の施設の範囲ですが、基本的には、先程

申し上げましたが、キャンプ場全体、海水浴場から

キャンプ場全体の指定管理料ではございます。 

 ただ、先程申し上げましたように、現在、海辺の

ビーチ周辺を中心にパーフェクトビーチ事業という

事業を導入しております。この関係で、この事業を

実施しているキャンピングトレーラー等が主なもの

ですが、そういったモデル事業での運営形態を運用

している関係で、先程言いました海辺のキャンピン

グトレーラーとか、ビーチ周辺での事業につきまし

ては、この事業実施期間中につきましては、事業の

推進協議会のほうの収入にしていると、したがいま

して、その期間においては、キャンプ場上のコテー

ジ等の管理運営、整備が主というような形になって

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  第57号議案は終わります。 

 次に、第61号議案です。豊後高田市長崎鼻リゾー

トキャンプ場条例の一部改正について質疑します。 

 １つ目は、条例にコテージ（大人５人用）１棟１

泊20,000円を入れて改正するとなっておりますけれ

ども、この料金に設定した根拠。２つ目は、宿泊施

設としてトレーラーハウスも設置しているがこの施

設は条例には入れなくてよいのか、先程もちょっと

ありましたけれども、お尋ねしたいと思います。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 
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○商工観光課長（河野真一君）  第61号議案長崎鼻

リゾートキャンプ場条例の一部改正についてのご質

疑にお答えいたします。 

 先程も申し上げましたが、現在、長崎鼻リゾート

キャンプ場につきましては、複数の事業が同時に進

行しております。今回、地方創生拠点整備交付金と

いう、ハード整備に係ります国の交付金を活用いた

しまして、キャンプ場内に恒常的な建物を整備する

ことから、今回の条例改正を行うものでございます。 

 現在、建設中の２棟のコテージにつきましては、

既存のバンガロー等にはないキッチン、風呂、トイ

レも完備した年間を通して利用できる施設でござい

ます。 

 近年、都市部の若者を中心に人気となっています

グランピングを入れイメージした、快適なアウトド

アが楽しめる施設を予定しております。料金につき

ましては、キャンプ場の既存のログハウス、市内外

の類似施設等の料金を参考にして設定したものでご

ざいます。この料金の範囲内で、指定管理者が金額

を設定することとなります。 

 次に、トレーラーハウスについてでございますが、

先程申し上げましたように、国の交付金を活用して、

現在、官民共同の推進協議会が主体となって、３年

間のリース契約で導入し、モデル的に運用している

ものでありまして、その利用等につきましては、推

進協議会の事業費のほうに含まれており、指定管理

施設の運営とは別の取り扱いとなっております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  再質疑します。このコテー

ジが１棟１泊２万円ということですけれども、他市

で同じような施設でどれくらいの料金を取っている

のか、わかりますか。 

 私は、このコテージ、お風呂ありますけれども、

温泉でもなく、夏も冬も使えるということですけれ

ども、夏も冬も同じ料金では、少し高いのではない

かと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、再質疑

にお答えいたします。 

 類似施設等の料金等についてでございますが、県

内の他市の状況を見ますと、若干収容人員は異なり

ますが、１万8,000円から、高いところでは、３万円

程度のものがあります。同種の１万8,000円というよ

うなものもございまして、内容によって若干のばら

つきがありますが、やはり２万円程度の料金は取っ

ているというのが多いということでございます。 

 また、このコテージにつきましては、やっぱりリ

ゾート感覚を味わっていただけるよう、内装、お風

呂とか、キッチン等もかなり内装凝っておりまして、

料金に見合うような、ご満足いただけるような建物

になる予定でございます。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  ４番、甲斐明美君。 

○４番（甲斐明美君）  これで、私の議案質疑は終

ります。ありがとうございました。 

○議長（安達 隆君）  議案質疑を続けます。１番、

安達かずみ君の発言を許します。１番、安達かずみ

君。 

○１番（安達かずみ君）  議席番号１番、公明党の

安達かずみです。 

 先程の大石議員の質疑と重なりますけれども、も

うちょっと詳しくお聞きしたいので、第49号議案の

内、商工業振興事業（起業チャレンジ支援事業）に

ついてお伺いいたします。 

 軌道に乗って、長く起業された事業が続くための

アフターフォローについて、先程もお答えがあった

んですけれど、もうちょっと詳しく具体的な支援が

わかれば教えてください。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、第49号

議案の内、起業チャレンジ支援事業についての議案

質疑にお答えいたします。 

 起業チャレンジ支援事業の制度及び実績につきま

しては、先程大石議員にご説明申し上げたとおりで

ございます。 

 具体的なフォロー、支援の方法についてでござい

ますが、創業を希望する方の約７割が移住者及びＵ

ターン者の方で、年齢、業種、家族構成、資金面な

ど、お一人お一人その状況が違いさまざまでござい

ます。そのような状況を詳しくお伺いしながら、商

工会議所、商工会、金融機関と連携しながら、経営

が安定するように創業計画を策定しておりまして、

また、飲食業でありますと、空き店舗の紹介や、仕

入れ先の生産者のご紹介など、創業希望者と一緒に

なって支援を行っております。 

 また、創業後も、子育て世帯や融資がある創業者

につきましては、随時訪問し、経営状況の確認を行っ

ておりますし、新聞社への掲載依頼や、観光協会へ

のホームページ等での紹介など、多面的な支援をし
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ております。今後につきましても、創業希望者の夢

をかなえるため、創業支援を積極的に進めてまいり

たいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  １番、安達かずみ君。 

○１番（安達かずみ君）  これも、先程の大石議員

の再質疑の中でも追及していたようなんですけれど

も、その辺のところのお答えが余りわからなかった

ので、もう一度お聞きします。 

 市民の方も大変ご心配されている点だと思うんで

すけれども、移住者に対する補助金ということになっ

ているのに、今、自分が豊後高田市に住んでいるけ

れども、一旦外に出て市外の人になって、それから、

移住者として、また豊後高田市に入ってきて、移住

者としての補助金をもらうなどという人が出てこな

いのか、また、起業したけど、うまくいかないから

すぐにやめて、また補助金のもらえる市に移って、

またそこでというような、悪いことというか、補助

金を目当てにした不正のようなものが出ないのかと

いうご心配をされている方もいらっしゃいます。 

 その点についてのこの事業の対象者に対する条件

というか、規定のようなものがあれば、教えてくだ

さい。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、起業チャ

レンジにつきます再質疑にお答えしたいと思います。 

 一旦転出して、またウエルカムの支援をもらう不

正に対する対応についてでございますが、そういっ

た不正等を防ぐためにもございまして、ウエルカム

支援事業では要綱の上で、市外に転出した期間が４

年未満の場合は、ウエルカム支援対象とならないと

いう規定を設けてございますので、この規定により

まして不正を防ぎたい。 

 また、もちろんいろいろ審査の過程で、状況もお

聞きいたしますので、そういったことを含めまして、

不正の防止に努めてまいりたいというふうに思って

います。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  １番、安達かずみ君。 

○１番（安達かずみ君）  今の市外に移り住むとい

うことがお答えいただいたんですけれども、もう一

つ、うまくいかなかったら、もうすぐにやめてって

いう、そこら辺はどうなんですか、何年しないとい

けないとか、そういうのは、例えば起業したら、何

年はここにいないといけませんというような、そう

いう決まりはないんですか。 

○議長（安達 隆君）  商工観光課長、河野真一君。 

○商工観光課長（河野真一君）  それでは、再々質

疑にお答えいたしたいと思います。 

 起業チャレンジの中では、創業して何年間はいな

ければいけないという明確な規定はございませんが、

そういった継続安定的な運営ができるよう、先程も

言いましたように、丁寧なフォローを行っておりま

す。 

 ちなみに、これまでの実績を申し上げますと、平

成26年度からこの事業は始まっておりますが、延べ

今まで31件の支援を行っておりますが、その中で、

業績不振による休業等につきましては、休業が１件、

市外の転出が１件、という２件となっております。 

 以上でございます。 

○議長（安達 隆君）  １番、安達かずみ君。 

○１番（安達かずみ君）  そういう例がとてもわか

りやすかったです。ありがとうございます。 

 以上で質疑を終わります。 

○議長（安達 隆君）  これにて質疑を終結いたし

ます。 

 ただいま議題となっております、第49号議案から

第62号議案まで、第５号報告及び第６号報告、につ

いては、お手元に配付いたしました議案付託表のと

おり、それぞれ所管の常任委員会に付託いたします。 

 以上で本日の日程は、全部終了いたしました。 

 次の本会議は、明日、午前十時に再開し、一般質

問を行います。 

 本日は、これにて散会します。 

午前11時46分 散会 
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